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令和元年度県民経済計算速報(早期推計)の概要

～ 経済成長率 名目: 5.1％減 実質: 5.6％減 ～

【令和元年度の三重県経済】

県内総生産は、名目で対前年度比 5.1％減となり、5年ぶりの減少

        実質で対前年度比 5.6％減となり、4年ぶりの減少

一人当たり県民所得は     5.1％減となり、5年ぶりの減少

世界経済の減速、米中貿易問題などの影響により、三重県が特化※している製造業が減

少したことなどから、県内経済は名目で 5年ぶりの減少となりました。

※特化係数(1を超えると特化しているといえる):1.79＝産業別構成比（三重県）36．3%／暦年（全国）20.3%

表1 県（国）民経済計算 総括表               (単位:億円)

            全国値の出典：2019 年度国民経済計算確報（内閣府経済社会総合研究所）

※ 三重県値は平成 23年基準、全国値は平成 27 年基準

※ 名目とは時価で示した値、実質とは物価変動分を取り除いた値で、実質について三重県値は平

成 23 暦年連鎖価格、全国値は平成 27 暦年連鎖価格

※ 「一人当たり県民所得」は、企業の利潤なども含んだ県経済全体の所得水準を示す指標であり、

県民個人の所得や賃金水準を示す値ではありません。

表2 県内総生産と経済成長率の推移

年度 ２９ ３０ 元(速報値) ３０ 元

県内総生産（名目） 82,802 84,114 79,807 1.6 ▲ 5.1

県内総生産（実質） 80,339 82,620 78,010 2.8 ▲ 5.6

県民所得 55,721 55,907 52,748 0.3 ▲ 5.6

一人当たり県民所得<千円> 3,096 3,121 2,962 0.8 ▲ 5.1

 (確報値)

国内総生産（名目） 5,556,874 5,568,279 5,596,988 0.2 0.5

国内総生産（実質） 5,531,443 5,547,878 5,529,305 0.3 ▲ 0.3

国民所得 4,006,881 4,022,290 4,012,870 0.4 ▲ 0.2

一人当たり国民所得<千円> 3,163 3,182 3,181 0.6 ▲ 0.0

対前年度増加率（％）

三
重
県

全
国

年度 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
元

(速報値)

経済成長率 （名目） - 2.3 ▲ 8.5 ▲ 4.7 2.7 ▲ 3.4 2.6 3.8 ▲ 3.1 3.2 3.0 1.5 1.6 ▲ 5.1

<単位：％> （実質） - 4.6 ▲ 5.8 ▲ 4.7 6.2 0.2 3.0 3.5 ▲ 4.1 ▲ 0.1 3.3 2.1 2.8 ▲ 5.6

県内総生産 （名目） 83,913 85,861 78,582 74,914 76,942 74,359 76,270 79,197 76,719 79,168 81,556 82,802 84,114 79,807

<単位：億円> （実質） 74,573 77,990 73,454 70,006 74,374 74,535 76,788 79,493 76,267 76,177 78,679 80,339 82,620 78,010
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１ 県内総生産(生産側、名目)

第 1 次産業は 2 年連続の減少(対前年度比 5.5％減）、第２次産業は 5 年ぶりの減少（同

11.5％減）、第３次産業は 2年ぶりの増加（同 0.2％増）となり、県内総生産は名目で

7兆 9,807 億円(同 5.1％減）、5年ぶりの減少となりました。

図 1を見ると、製造業（同 13.2％減、5年ぶりの減少)の寄与度が大きく(▲5.3)なってい

ます。

表3 経済活動別県内総生産(名目)           （単位：億円）

※ 第１次産業：農林水産業
第２次産業：鉱業、製造業、建設業
第３次産業：電気・ガス・水道・廃棄物処理業、卸売・小売業～その他のサービス

図1 名目経済成長率に対する経済活動別寄与度

令和元年度 寄与度
平成２９年度 平成３０年度 対前年度 構 成 比 平成３０年度 令和元年度

増加率(%) (%)
1．農林水産業 913 876 828 ▲ 5.5 1.0 ▲ 0.0 ▲ 0.1
2．鉱業 74 73 71 ▲ 3.2 0.1 ▲ 0.0 ▲ 0.0
3．製造業 31,943 33,428 29,003 ▲ 13.2 36.3 1.8 ▲ 5.3
4．電気・ガス・水道・廃棄物処理業 2,054 1,970 1,955 ▲ 0.8 2.4 ▲ 0.1 ▲ 0.0
5．建設業 3,687 3,701 3,863 4.4 4.8 0.0 0.2
6．卸売・小売業 6,973 7,140 7,235 1.3 9.1 0.2 0.1
7．運輸・郵便業 4,701 4,916 4,997 1.6 6.3 0.3 0.1
8．宿泊・飲食サービス業 1,866 1,748 1,668 ▲ 4.6 2.1 ▲ 0.1 ▲ 0.1
9．情報通信業 1,624 1,684 1,700 1.0 2.1 0.1 0.0
10．金融・保険業 2,591 2,620 2,619 ▲ 0.1 3.3 0.0 ▲ 0.0
11．不動産業 6,244 6,045 5,825 ▲ 3.6 7.3 ▲ 0.2 ▲ 0.3
12．専門・科学技術、業務支援サービス業 3,245 3,249 3,261 0.4 4.1 0.0 0.0
13． 公務 4,020 4,056 4,105 1.2 5.1 0.0 0.1
14．教育 4,397 4,312 4,406 2.2 5.5 ▲ 0.1 0.1
15．保健衛生・社会事業 4,733 4,828 4,937 2.3 6.2 0.1 0.1
16．その他のサービス 3,357 3,197 3,133 ▲ 2.0 3.9 ▲ 0.2 ▲ 0.1
 輸入品に課される税・関税 1,302 1,425 1,332 ▲ 6.5 1.7 0.1 ▲ 0.1
（控除）総資本形成に係る消費税 922 1,152 1,131 ▲ 1.7 1.4 0.3 ▲ 0.0
 県内総生産（生産側） 82,802 84,114 79,807 ▲ 5.1 100.0 1.6 ▲ 5.1

第１次産業 913 876 828 ▲ 5.5 1.0 ▲ 0.0 ▲ 0.1
第２次産業 35,705 37,201 32,937 ▲ 11.5 41.3 1.8 ▲ 5.1
第３次産業 45,805 45,763 45,841 0.2 57.4 ▲ 0.1 0.1

（速報値）
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２ 県民所得(分配)

県民雇用者報酬は、3兆8,216億円(対前年度比0.7％増）となり、3年連続の増加、財産所

得は、2,483億円(同2.4％減）となり、3年ぶりの減少、企業所得は、1兆2,049億円(同

21.9％減）となり、3年連続の減少、県民所得(分配)は5兆2,748億円（同5.6％減）、5年ぶ

りの減少となりました。

また、一人当たり県民所得は、296万2千円(同5.1％減)となり、5年ぶりの減少となりま

した。

表4 県民所得(分配)

表5 一人当たり県民所得（分配）

※「人口推計年報」(総務省統計局）の各年10月1日現在推計の人口により算出

「一人当たり県民所得」は、企業の利潤なども含んだ県経済全体の所得水準を示す指標であり、県民個人

の所得や賃金水準を示す値ではありません。

３ 県内総生産(支出側、名目)

民間最終消費支出は、3兆 8,538 億円(対前年度比 0.4％減）となり、2年連続の減少、政

府最終消費支出は、1兆 1,768 億円(同 2.6％増）となり、3年連続の増加、県内総資本形成

は、1兆 9,707 億円(同 14.5％減）となり、8年ぶりの減少となりました。

表6 県内総生産(支出側)

実数（億円） 対前年度増加率(％) 構成比（％） 寄与度(％)
年度(最新年度は速報値) ２９ ３０ 元 ２９ ３０ 元 ２９ ３０ 元 ３０ 元

県民雇用者報酬 37,420 37,942 38,216 3.4 1.4 0.7 67.2 67.9 72.4 0.9 0.5

財産所得(非企業部門) 2,454 2,545 2,483 3.8 3.7 ▲ 2.4 4.4 4.6 4.7 0.2 ▲ 0.1

企業所得 15,847 15,420 12,049 ▲ 4.1 ▲ 2.7 ▲ 21.9 28.4 27.6 22.8 ▲ 0.8 ▲ 6.0

県民所得（分配） 55,721 55,907 52,748 1.2 0.3 ▲ 5.6 100.0 100.0 100.0 0.3 ▲ 5.6

一人当たり県民所得<千円> 3,096 3,121 2,962 1.6 0.8 ▲ 5.1

年度 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
元

(速報値)

 一人当たり県民所得 3,166 3,267 2,921 2,651 2,873 2,762 2,819 2,944 2,820 2,944 3,046 3,096 3,121 2,962

対前年度比<単位％> - 3.2 ▲ 10.6 ▲ 9.2 8.4 ▲ 3.9 2.1 4.4 ▲ 4.2 4.4 3.5 1.6 0.8 ▲ 5.1

実数（億円） 対前年度増加率(％) 構成比（％） 寄与度

年度(最新年度は速報値) ２９ ３０ 元 ２９ ３０ 元 ２９ ３０ 元 ３０ 元

民間最終消費支出 38,945 38,712 38,538 0.1 ▲ 0.6 ▲ 0.4 47.0 46.0 48.3 ▲ 0.3 ▲ 0.2

政府最終消費支出 11,283 11,469 11,768 1.1 1.6 2.6 13.6 13.6 14.7 0.2 0.4

県内総資本形成 19,795 23,046 19,707 12.4 16.4 ▲ 14.5 23.9 27.4 24.7 3.9 ▲ 4.0

  (1)総固定資本形成 19,873 23,006 19,830 12.0 15.8 ▲ 13.8 24.0 27.4 24.8 3.8 ▲ 3.8

  (2)在庫品増加 ▲ 77 40 ▲ 123 - - - ▲ 0.1 0.0 ▲ 0.2 - -

 財貨・サービスの移出入（純）

・統計上の不突合
12,779 10,887 9,793 ▲ 7.9 ▲ 14.8 ▲ 10.0 15.4 12.9 12.3 ▲ 2.9 4.8

県内総生産(支出側) 82,802 84,114 79,807 1.5 1.6 ▲ 5.1 100.0 100.0 100.0 1.6 ▲ 5.1
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＜参考資料＞

図2 実質経済成長率に対する経済活動別寄与度

※ この速報（早期推計）値は、確報値の公表までに時間を要することから確報とは異なる簡易的な

手法で推計したものであり、後日公表される確報値により数値が改訂されますのでご注意くださ

い。

※ 名目とは時価で示した値、実質とは物価変動分を取り除いた値で、実質について三重県値は平

成23暦年連鎖価格、全国値は平成27暦年連鎖価格

※ 文中で単に令和元年度または元年度と表記している場合、西暦2019年4月から2020年3月を、令

和元年または元年と表記している場合は、西暦2019年を表します。

※ 統計課ホームページ（みえDATABOX）に掲載しています。

（https://www.pref.mie.lg.jp/DATABOX/）
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